令和８年度　観光人材育成・確保促進事業　講師登録申請書(様式第１号)


【注意事項】
※ご記入いただいた個人情報は、当該事業に係る必要な範囲内でのみ利用いたします。万一、当該事業以外の目的で利用する場合や、利用目的そのものを変更する場合は、事前にお知らせいたします。

	[bookmark: _Hlk69829280]★フリガナ
	
	生年月日
	     年    月    日 生
（ 満   　 才）　　

	★氏　名
	
	
	

	連 絡 先
	電  話
	
	携  帯
	

	
	E-Mail
	

	★会社名・URL
（複数社所属の方は全て）
	会社名：
URL：


<講師歴・プロフィール>下の表の★は一般公開される情報です。公開を希望しない内容は記入しないようにお願いいたします。
	保有資格
（証明できる書類コピーを事務局まで送付）
	・
・
・


[bookmark: _Hlk158884707]【スキル登録】
スキルを登録するにあたり講師は次に掲げるすべてを満たすものとみなします。
※講師登録に関する要綱第2条登録条件より抜粋

第２条　講師は次に掲げるすべてを満たすことを要件とする。
(１)国内に事業所等を置く企業等に属していること、又は国内在住の個人事業主であること。
(２)暴力団員その他の反社会的勢力に属しないものであること、また、当該勢力と密接な関係を有する企業・団体に所属していないこと。
(３)沖縄県から指名停止措置を受けている企業に所属していないこと。
(４)日本以外の国籍を有する者については、日本国内において就労可能な在留資格(就労ビザ等)を有する者。
(５)研修を予定している専門分野が、本事業の目的に合致すると認められること。
(６)社員・スタッフ研修部門の講師として登録する者は、社員やスタッフ等を対象にスキルや技術の向上・定着を目的とした社内研修やセミナーの実施ができるものとし、上記(１)～(５)のほか、過去３年以内に研修やセミナー登壇の実績があることを要件とする。
(7)語学を専門分野とする者は、上記(１)～(6)のほか、次に掲げる項目のすべてを満たすことを要件とする。
①登録する言語の語学講師の資格を有する者。
②登録する言語について、日本国内で講師としての活動歴が2年以上あること。
③日本語以外の言語を母国語とする者は、日本語での意思疎通を十分に図ることができること。
(8)経営相談・マネジメント部門の講師として登録する者は、経営者を対象としたコンサルティング等の経営支援や伴走型のサポートができるものとし、上記(１)～(５)のほか、OCVBが認める支援機関等に専門家として登録されており、かつ支援実績を有していることを要件とする。
※上記に該当しない場合でも、OCVBの行う審査に基づき、講師として適格と認められる者については登録を行う。

☐社員・スタッフ研修部門
※登録を希望するスキルにチェックし、チェックを入れたすべてのスキルについて実績を教えてください。
	★対応可能なスキル
	該当項目
	直近の研修・セミナー登壇実績
（実施年月、社名または業種、内容・研修人数）

	＜顧客体験＞　　　　記入例▶
	クレーム対応、コミュニケーション研修
	2026年1月、宿泊業、管理職向け研修（16名）

	☐接遇・マナー研修
☐ホスピタリティ・CS向上　☐クレーム対応

	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	＜人材育成・組織マネジメント＞

	☐コーチング・部下育成
☐チームビルディング
☐コミュニケーション

	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	＜ビジネススキル＞

	☐経営・マネジメントスキル　☐マーケティング戦略
☐プレゼン　
☐ファシリテーション
☐ビジネススキルその他
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	＜専門分野＞

	☐歴史・文化　☐自然・環境　☐食文化・飲食全般
☐琉球芸能　☐地域活性化　☐バリアフリー　☐マリン・ダイビング　☐MICE　☐異文化理解　☐専門分野その他
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	＜語学＞

	☐英語　☐中国語　☐韓国語　☐フランス語　☐スペイン語　☐ドイツ語　☐イタリア語　☐ポルトガル語　☐ロシア語　☐タイ語　☐その他の言語
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

























☐経営相談・マネジメント部門
※登録を希望するスキルにチェックし、チェックを入れたすべてのスキルについて実績を教えてください。
	★対応可能なスキル
	該当項目
	直近の支援実績
（実施年、社名または業種、支援内容）

	＜人材育成＞　　　　記入例▶
	人材育成、人事評価
	2025年　株式会社〇×　人事評価制度の導入支援

	☐人材育成　☐人事評価　☐人材定着　☐人材採用　
☐従業員の働き方
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	＜経営管理支援＞

	☐ＩＴ・ＤＸ推進　☐地域資源活用　☐雇用労務関係
☐経営理念・既存事業見直し　☐財務・資金調達
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	＜売上拡大支援＞

	☐マーケティング　
☐集客・販売促進　
☐HP制作・SNS活用
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



専門家・アドバイザー登録されている支援機関名
	









